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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[98,843円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.65人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [9.2%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [26.2%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
○財政力指数
平成19年度と比較して地方税収入がほぼ横ばいということもあり、財政力指数も横ばいとなって
いる。町内に中心となる産業がなく、また、法人関係税収も景気の低迷等により減少しており、さ
らに、高齢化あるいは不況により個人・法人町民税が今後減少すると思われることから、引き続
き歳出の削減及び税徴収の向上に努め、財政基盤の強化を図る。

○経常収支比率
昨年度と比較して1.5％下回っており、県内市町村平均と同レベルまで年々改善してきた。要因と
しては、人件費の減など義務的経費に伴う要因が大きい。今後も、財政健全化緊急対策計画等
に基づき、更に事務事業の優先度を厳しく点検するなど、町税等の歳入確保と経常経費の削減
に努める。

○人口1人当たり人件費・物件費等決算額
人件費では職員数の減、物件費では全般にわたり抑制に努めた結果、昨年度と同様、類似団体
を下回っている。ただし、雇用対策により物件費が増加することも懸念され、引き続き、職員数や
事務事業の見直しを進め、適正化に努める。

○将来負担比率の状況
地方債の現在高が445百万円の減、公営企業債等繰入見込額が112百万円減など、いわゆる分
子に当たる将来負担額が685百万円減少している。こうしたことなどから、13.3ポイントの改善とな
り、類似団体を大きく下回っている。
今後は、平成21年度に学校耐震化に伴う改築事業や大規模改造等を集中的に行ったこと、町の
プロジェクト事業により地方債の発行が見込まれること、さらには、国営事業に伴う債務負担行
為の設定により、比率に影響を与えることも想定されることから、比率が大きく悪化することのな
いよう、努力を続ける。

○実質公債費比率
地方債の償還に伴い昨年度より1.8ポイント下がり、類似団体を2.7ポイント下回っている。
将来負担比率と同様、平成21年度に学校耐震化に伴う改築事業や大規模改造等を集中的に
行ったこと、町のプロジェクト事業により地方債の発行が見込まれること、あるいは、国営事業に
伴う債務負担行為の設定により、比率に影響を与えることも想定されているが、大きく悪化するこ
となく、適正な比率になるように努める。

○定員管理の状況
　（人口千人当たり職員数）
昭和50年代から60年代の人口急増期の行政需要に対応するため職員を増員したことから、職員
の年齢構成に偏りがあることから、指数に影響を与え類似団体を上回っている。
勧奨退職の励行・新規採用職員の抑制など、改善すべく努力は行っていることから、集中改革プ
ランや定員適正化計画、財政健全化緊急対策計画等に基づき、職員数の抑制に引き続き努め
る。

○給与水準（国との比較）
　（ラスパイレス指数）
定員管理（人口千人当たり職員数）と同様の理由から類似団体より高いことも考えられる。
引き続き、国等の給与水準や運用等を参考にするとともに、人事院等の勧告制度を踏まえ、今
後とも給与の適正化に努める。


